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悲嘆緩和を目的とする某インターネットセルフヘルプ

グループの現状調査
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目的 近親者との死別，とりわけ配偶者との死別経験はその後，遺族に身体的・精神的にも大き

く影響を与えるライフイベントとして知られている。

死別体験者のセルフヘルプグループが悲嘆プロセスの適応や生活の再構成などの悲嘆緩和

の手助けとなることは，近年広く知られるようになった。しかし，遺族がこうしたセルフヘ

ルプグループと出会い，実際にメンバーとして参加することは容易なことではない。本研究

は情報化が進む社会的背景を踏まえ，現在増えつつあるインターネット上で活動するセルフ

ヘルプグループ（electronic support group）に焦点をあて，死別体験者のセルフヘルプグルー

プの実態を調査したので報告する。

方法 配偶者と死別し，インターネット上で活動しているセルフヘルプグループに参加している

人たちを対象に，喪失体験時期，入会方法，主観的悲嘆緩和効果などについて質問した。一

定期間専用のホームページを開設して質問紙を掲載し，各自直接アクセスする形で無記名の

自記式にて回答を依頼した。また，アンケートに回答した者の中から 4 人を対象に自由記述

式調査を依頼した。

結果 調査対象者数は132人（男性39人；29.5％，女性93人；70.5％）であり，年齢構成は20歳
代5.3％，30歳代48.5％，40歳代35.6％，50歳代6.1％，60歳以上4.5％であった。喪失体験時

期は，1 年未満13.6％，1～3 年未満28.8％，3～5 年未満30.3％，5 年以上27.3％であった。

図式投影法によると，約70％の者は夫婦との関係について親密型（密着・同化）を選択した。

インターネットセルフヘルプグループへの入会方法は，インターネットの検索が58.3％，紹

介が25.8％，偶然にサイトに辿り着いた者が9.1％であった。セルフヘルプグループに参加

することによる主観的悲嘆緩和効果については，約80％の者が認めていた。

個別の自由記述式質問紙調査の結果からは，死別間もない時期であっても，時間・場所の

制約を受けずにインターネットセルフヘルプグループへ参加でき，心の支えになったことが

わかった。

結論 インターネットセルフヘルプグループは遺族にとっては，死別間もない時期から容易に参

加することのできるセルフヘルプグループであり，悲嘆緩和の第一歩である悲しみのわかち

あいや相互援助効果から約 8 割の者が主観的悲嘆緩和効果を認めていることが判明した。今

後は必要としている者が必要なセルフヘルプグループに辿りつけるようなインターネット上

のセルフヘルプグループの情報整理が求められる。

Key words：死別・配偶者・セルフヘルプグループ・悲嘆緩和・インターネット

Ⅰ 緒 言

近年，日本においてもセルフヘルプグループの

活動は，保健・医療・福祉など様々な分野で目覚

しい拡大をみせている。現在の日本のセルフヘル

プグループの数は1,600を超え1)，扱っている問題
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図１ 夫婦関係図
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範囲は各種の疾病，回復者，心身の障害者，薬害

被害者，薬物依存者およびそれらの家族を含めた

広範囲に渡っている。これらの活動は何らかの問

題や生きにくさを抱える者にとって，これからの

援助のあり方を示している。

セルフヘルプグループの活動で近年注目を集め

ているものに喪失体験者たちの悲嘆緩和を目的と

する会がある。配偶者喪失と悲嘆を扱った研究に

おいても，ここ数年来多くの研究が発表されてい

る2～4)。これらの研究から，配偶者の死は遺され

た者の心に大きな衝撃を与えることが報告され，

その問題状況が次第に明らかにされてきた5)。し

かし，これらの研究に示されたように配偶者の死

は深刻な問題であるにもかかわらず，その悲嘆へ

の対応や援助について焦点があてられた研究はき

わめて少ない。配偶者と死別した者に対して先駆

的介入を行った Silverman, PR6)は，セルフヘル

プグループによる介入がきわめて有効であること

を示唆した。また，McCourt, WF ら7)は，セル

フヘルプグループによる介入で電話の利用，家庭

訪問，セミナー，交流会等の方法を試み，それら

の介入が効果的であることを報告している。わが

国においては，中高年を対象としたミーティング

（face to face）による悲嘆緩和に効果があること

を河合千恵子8)が報告している。しかし，死別体

験者を取り巻く環境の中で，このような対面式セ

ルフヘルプグループに出会い，実際にその活動に

参加することは限られた地域や時間的な拘束を考

えると容易なことではない。そこでひとつの可能

性として注目されているのが，インターネット上

で活動する死別体験者のセルフヘルプグループ

（electronic support groups）である。

インターネット上である利点は参加者の地域を

選ばないこと，時間的な制約を受けることなく参

加できる点である。性別によるステレオタイプの

影響を受けにくいことから，社会的マイノリティ

にとっては匿名性・無名性に代わる自己防衛を保

障するものともなる9)。

本研究は，今後増加することが予想されるイン

ターネットセルフヘルプグループにおける悲嘆緩

和活動とその現状を報告することを目的とした。

Ⅱ 研 究 方 法

1. 調査対象者および調査方法

調査対象者は，配偶者と死別し，某インターネ

ットセルフヘルプグループに参加している人たち

である。当該インターネットセルフヘルプグルー

プの概要は，開設年：1996年，開設目的：配偶者

を亡くした者の悲しみのわかちあい，活動内容：

メーリングリスト（Mailing List：ML），電子掲

示板（Bulletin Board System：BBS），チャット

（chat），管理人：会員の中から 4 人で構成，月 1

回の会員の規約等を配信，現在の会員数：285 人

である。なお，MLとは，情報交換や議論をする

ために用いられるメール配信サービスであり，

ML に登録すると，そのグループのアドレス宛に

送信したメールは，自動的にメンバー全員に配信

される仕組みになっているものである。BBS と

は，インターネット上に設置された掲示板であ

り，メッセージの書き込みや閲覧ができる。チャ

ットとは，ネットワークを介し，主に文字による

メッセージをリアルタイムでやりとりして会話す

ることである。

質問項目は，死因，喪失体験時期，夫婦関係

（図式投影法：図 1 10,11)），主観的悲嘆緩和効果な

どである。インターネットセルフヘルプグループ

に参加することによる主観的悲嘆緩和効果につい

ては，わかちあいがよくできた・ある程度でき

た・あまりできなかった・全くできなかったとい

う 4 件法によって質問した。

会の了解を得て2003年 3 月11日から一定期間専

用のホームページを開設して質問紙を掲載し，会

員のみアクセス可能な掲示板にアドレスを通知

し，各自直接アクセスする形で無記名の自記式に

て回答を依頼した（その際個人が特定できないよ

うに配慮した）。回収時期は2003年 3 月11日～6
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表１ 対象者属性

男性
n＝39

女性
n＝93 p-values1)

死因

病死 26(66.7) 62(66.7)

ns
自死 7(17.9) 13(14.0)
事故死 3( 7.7) 14(15.1)
その他 3( 7.7) 4( 4.3)

喪失体験時期

1 年未満 6(15.4) 12(12.9)

ns
1～3 年 10(25.7) 28(30.1)
3～5 年 9(23.0) 31(30.3)

5 年以上 14(35.9) 22(23.7)

夫婦関係

同化型 11(28.2) 30(32.3)

ns
密着型 20(51.3) 31(33.3)
密接型 4(10.3) 25(26.9)
独立型 4(10.3) 7( 7.5)

入会方法

インターネ
ット検索

19(48.7) 58(62.4)

ns紹介 11(28.2) 23(24.7)
偶然 4(10.3) 8( 8.6)
その他 5(12.8) 4( 4.3)

主観的悲嘆
緩和効果

よくできた 15(38.5) 24(25.8)

.0022)

ある程度で
きた

9(23.1) 55(59.1)

あまりでき
なかった

7(17.9) 8( 8.6)

全くできな
かった

1( 2.6) 2( 2.2)

わからない 7(17.9) 4( 4.3)

ns＝not signiˆcant
1)＝x2 検定。
2)＝主観的悲嘆緩和効果を「わからない」と答えた者11人を

除く
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月15日であり，回収件数は134人分であった。有

効回答数は，死因および主観的緩和効果の未記入

者を除いた，132人分（有効回答率：98.5％）で

あった。

また，インターネットセルフヘルプグループに

参加しているメンバーのうち，アンケート回答者

の中から抽出した 4 人を対象に自由回答式質問紙

調査を依頼した。全員から了解が得られたので，

メールを介して質問紙を送付し，回答もまたメー

ル形式にて返信を依頼した。その際，匿名性の問

題においては，実名およびその他個人が特定でき

るような質問は排除した。実施期間は2003年11月

6 日から12日である。

2. 統計学的処理方法

各変数の性別による人数割合の比較には x2 検

定を用いた。主観的悲嘆緩和効果の回答を「よく

できた｣＝3 点，「ある程度できた｣＝2 点，「あま

りできなかった｣＝1 点，「全くできなかった｣＝0

点，とそれぞれスコア化し，主観的緩和効果得点

とした。また，夫婦関係および死因と主観的悲嘆

緩和効果との関連を検討するため，夫婦関係 4 群

および「その他」を除く死因 3 群間の主観的悲嘆

緩和効果得点をノンパラメトリックの Kruskal-

Wallis 検定で比較した。

統計処理には SPSS for windows 12.0を使用し，

統計上の有意水準は 5％とし，10％を傾向ありと

した。

Ⅲ 研 究 結 果

1. 調査対象者

対象者数は132人（男性39人；29.5％，女性93

人；70.5％）であり，年齢構成は20歳代5.3％，

30歳代48.5％，40歳代35.6％，50歳代6.1％，60歳

以上4.5％であった。性別年齢分布を図 2，3 に示

した。

2. 喪失対象者の死因

死因では病死が66.7％であり，自死15.2％，事

故死12.9％であった。表 1 に示したように，男性

では病死66.7％，自死17.9％，事故死7.7％であ

り，女性では病死66.7％，事故死15.1％，次いで

自死14.0％であった。

3. 喪失体験時期

喪失体験時期は，1 年未満18人（13.6％），1～

3 年未満38人（28.8％），3～5 年未満40人（30.3％），

5 年以上が36人（27.3％）であった。表 1 に示し

たように，男性では 5 年以上経過した者が最も多

く14人（35.9％），女性では 3～5 年未満が最も多

く31人（33.3％）であった。

4. 夫婦関係

言葉では表現しにくい夫婦関係を視覚的に捉え

る目的で，図式的投影法を例に質問した結果，夫

婦との関係が親密型（密着・同化）であったと答

えた者は69.7％であった。表 1 に示したように男

性は，密接型，独立型がともに10.3％であり，密

着型が51.3％，同化型が28.2％であった。女性は

密着型が33.3％，同化型が32.3％，密接型が

26.9％の順であった。

5. インターネットセルフヘルプグループの入

会方法

インターネットセルフヘルプグループの入会方

法ではインターネットの検索による者が77人であ

り58.3％を占めた。次いで紹介が34人（25.8％），
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図２ 男性調査対象者年齢分布図

図３ 女性調査対象者年齢分布図

表２ 夫婦関係別にみた主観的緩和効果得点の比

較

N 平均値 標準偏差 x2 1) P 値

独立型 9 1.89 0.8

1.70 .637
密接型 27 2.26 0.5
密着型 47 2.15 0.8
同化型 38 2.18 0.7

※ 緩和効果「わからない」と答えた11人は分析から

除外した。
1) x2＝Kruskal-Wallis test

表３ 死因別にみた主観的緩和効果得点の比較

N 平均値 標準偏差 x2 1) P 値

病 死 82 2.09 0.7
4.66 .097事故死 15 2.27 0.6

自 死 17 2.47 0.7

※ 「わからない」と答えた11人および死因「その他」

7 人は分析から除外した。
1) x2＝Kruskal-Wallis test
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偶然サイトに辿り着いた者が12人（9.1％），その

他 9 名（6.8％）であった。表 1 に示したように，

男女ともにインターネット検索による者が最も多

く，男性では48.7％，女性では62.4％であった。

6. 主観的悲嘆緩和効果

インターネットセルフヘルプグループに参加す

ることによる主観的悲嘆緩和効果についての結果

は，「よくできた」者が29.5％であり，「ある程度

できた」者は48.5％であった。その反対に「あま

りできなかった」者は11.4％，「全くできなかっ

た」者2.3％であった。表 1 に示したように，男

性では「よくできた」者が38.5％，「ある程度で

きた」者が23.1％，「あまりできなかった」者が

17.9％，「全くできなかった」者が2.6％，「わか

らない」者が17.9％であった。一方，女性では

「ある程度できた」者が最も多く59.1％と半数を

越え，「よくできた」者25.8％，「あまりできなか

った」者8.6％，「全くできなかった」者2.2％，

「わからない」と答えた者が4.3％であった。「わ

からない」を除く各カテゴリーの分布に有意な差

が認められた（P＝0.002）。

7. 各変数との関連

表 2 に夫婦関係と主観的悲嘆緩和効果得点を比

較した結果を示した。夫婦関係が独立型と答えた

者は，主観的緩和効果得点平均が1.89±0.8点，

密接型と答えた者は2.26±0.5点，密着型と答え

た者は2.15±0.8点，同化型と答えた者は2.18±

0.7点であった。夫婦関係 4 群間において有意な

差は認められなかった（P＝0.637）。

表 3 に死因と主観的緩和効果得点を比較した結

果を示した。死因が病死であった者は主観的緩和

効果得点平均が2.09±0.7点，事故死は2.27±0.6

点，自死は2.47±0.7点，死因 3 群間で有意水準

には達しないものの差がみられた（P＝0.097）。

8. 自由回答式質問紙調査

自由回答式質問紙調査対象者の概要を表 4 に示

した。

1) 事例 1

１ インターネットセルフヘルプグループを選

択した理由

一番の理由は場所の問題であった。首都圏なら

まだしも，地方の場合は特にインターネットの有

難さが身にしみた。幼い子どもを抱えていた当
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表４ 個別インタビュー対象者の概要

年 齢 性 別 職 業 死 因 喪失体験時期 入会時期

事例 1 30歳代 女性 教育関係 過労死 5 年前 死別後4～5 か月

事例 2 40歳代 男性 自営業 病 死 1 年半前 死別後 4 か月

事例 3 40歳代 女性 特養老人ホーム勤務 突然死 7 年前 死別後 2 年

事例 4 40歳代 女性 社会人大学生 自 死 3 年 4 か月前 死別半年
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時，対面式の会に参加するのは時間的にも場所的

にも無理であった。

２ 利点および欠点

自分のような経験は高齢者に多く，人生の半分

以上をともにし，孫までいるような人との経験と

はやはり違う。こんなにも突然に，まだやりたい

こと，やらなくてはならないことを残して逝って

しまったようなケースは周囲にあまりなく，グ

ループに参加することで『自分だけではない』と

いうことが理解でき，非常に心強かった。また，

似たようなケースの人や幼い子どもを育てながら

の生活の情報など，実際に役に立つ情報提供があ

り助かった。結局のところ，匿名性という点で何

でも，話せるという利点はあると思うが，欠点と

して，顔をみての対話ではないので，その文章や

表現方法の手腕に非常に左右されやすい。対面は

苦手であるがメールなら饒舌，という人には非常

に向いている。ゆえに実際の人物像を描きにく

い。会ってから，そのギャップに驚くこともあ

ろう。

３ 悲嘆緩和の効果

人の文章を読んでいて，自らの気持ちを重ねる

ことができる。読んでいて涙が出てしまうことも

あった。実際にそのメールや話に加わっていなく

とも，読むという行為だけで，感情を向けること

ができた。夜中，一人でじっくり読んで，泣く，

読んでは泣く，当初このようなことをしながら実

は癒されていたのかと思う。また，全く知らない

他人，同じような経験したというだけの人に優し

い言葉をかける，励ます，共感するなどの行為が

知らぬ間に，自分自身を癒しているのではないか

と思う。

４ インターネットセルフヘルプグループの必

要性

時間や場所を選ばないこと，山奥に住んでいな

がら，海の情報を得るような感覚である。人前に

出たくない人にも有効である。

2) 事例 2

１ インターネットセルフヘルプグループを選

んだ理由

自分の発言したいときにできるから（時間・場

所を選ばない）。匿名性がある。

２ 利点および欠点

同じ境遇の人が大勢いて，同じような思いを共

有できる。悩みに対して即座に答えてくれる。欠

点は，弱いことを装う可能性がある。他の人に同

調してもらえないことは発言できない。

３ 悲嘆緩和の効果

自分の抱えている悩みを多くの人に共感しても

らうことで，孤独感がなくなった。

４ インターネットセルフヘルプグループの必

要性

これからは絶対必要である。なぜならば現在の

グリーフケアの大きな部分を占めると思うからで

ある。

3) 事例 3

１ インターネットセルフヘルプグループを選

んだ理由

偶然インターネットを始めたときに検索で，こ

の会の創始者が募集しているのをみたのが始まり

であるが，それまで対面式グループの存在を知ら

なかった。また「生と死を考える会」の存在を知

っていたとしても，そこに行こうとする力はなか

ったような気がする。まずは身近にあって，参加

できることが大切なような気がする。インターネ

ットのグループであれば，家事や子育ての間にも

参加できるという利点があると思う。

２ 利点および欠点

ようやく同じ立場の人たちに巡り合うことがで

き，ほっとしたのを覚えている。『つらいのは自

分一人ではない』と，本当に思えることができ，

希望の光がみえたような気がした。それまで身近
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に同じような立場の人がいなかった。『やっと自

分の気持ちをわかってくれる人たちに会えた』と

救われたような気持ちであった。欠点は，メン

バーが若くて，『どうも中途半端な年代』と思う

ことがしばしばある。年代の若い人は，どうして

も新しい出会いを求める気持ちが強いようであ

る。また，インターネットに費やす時間がつい長

くなって，睡眠時間が少なくなってしまうことも

多かった。

３ 悲嘆緩和の効果

繰り返しになるが，それまで身近に伴侶を亡く

した人がいなかったので，『この気持ちは同じ立

場になってみないとわかってはもらえないのだ』

という思いが強く，気持ちの中で，自分の感情を

外に出すことをためらってしまっていたが，よう

やく本音を出せる人たちと話ができるという安心

感があった。

４ インターネットセルフヘルプグループの必

要性

伴侶を亡くした大勢の人たちが，同じ境遇の自

分の気持ちをわかり合う人に巡り合える機会は，

インターネットという媒介を通すことで，より容

易に得られると思うからである。とくに，地方に

いて近くに気持ちをわかり合える人がいない場

合，心の支えになるという人の存在は貴重である

と思う。

4) 事例 4

１ インターネットセルフヘルプグループを選

んだ理由

あまり人に会いたくなかったことと，同じ経験

をした同年代の人が身近にいなかったので，探し

たかったからである。

２ 利点および欠点

同じ経験をした人と出会うことができた。欠点

は，実際に会ったときのギャップにとまどった。

価値観の違い考え方の違いを知り，インターネッ

トの世界が虚偽にみえるようになってしまった。

３ 悲嘆緩和の効果

効果はあった。親しい友人ができたこと，『自

分だけがつらく苦しいのではない』ということを

知って，少し気持ちが落ち着いた。

４ インターネットセルフヘルプグループの必

要性

死別間もない時点は，自分だけ人と違ってしま

ったような気持ちに陥る。自信もなくす。そのよ

うなとき，誰にも会わずに同じ経験をした人と語

れることは，本当にありがたい。まず癒される第

一歩であろう。インターネットの世界は，とても

身近なコミュニケーションの手段であると思う。

しかし，自分の思いが正確に伝わらなくて，相手

を傷つけてしまう恐れもあり，言葉を選んで書き

込まなくてはならない。したがって「ひきこも

り」の時期を過ぎ，少しずつ元気になってくると

物足りなさを感じ，飽きてくる。それで良いと思

う。いつまでもインターネットの世界にいるので

はなくて，実際の世界に戻り，ときたま気持ちが落

ち込んだときに書き込む程度になれば良い。いつ

までも依存するのではなく，死別の悲しみや喪失

感を少しでも和らげ，自信を取り戻すひとつのき

っかけとして活用することがベストであると思う。

Ⅳ 考 察

セルフヘルプグループは欧米の文化から生ま

れ，「語る・聴く」ことを中心に行われる活動で

ある。これに対して，日本のセルフヘルプグルー

プは「語る・聴く」という「わかちあい」は欧米

ほど広がっていない12)。その理由として，人前で

話すことに対する文化的抵抗があること，集団の

中の序列構造のために自由な「わかちあい」が難

しいこと，グループカウンセリングの心理療法に

ついての基礎的な認識が不足していることなどが

挙げられる。その点，インターネットを利用した

セルフヘルプグループの「わかちあい」は日本の

会報誌や同人誌の流れをくむ「綴る・読む」こと

を通じて発展してきた現代の形である12）。

このインターネットセルフヘルプグループに参

加する人たちの男女の割合は約 7 割が女性であ

り，これは，1990年において，65歳以上の男性の

13.7％，女性の79.0％が配偶者との死別を経験し

ており13），死亡率には，明らかな男女差が認め

られ，配偶者との死別を体験する率は女性の方が

高いことと関連していると思われる。その反面，

グループの構成年齢をみると30～40歳代の若い年

齢層が多く，いわゆる高齢者世代が少ないことが

目立った。これは情報ツールとしてのパーソナル

コンピューターの普及およびその操作に困難を示

す世代が取り残されていることをうかがわせた。

入会の時期については，自由回答式質問紙調査の
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結果から死別まもない時期からの参加者が目立っ

た。入会方法については，およそ半数の者が各自

のインターネット検索によるものであり，喪失ま

もない時期の人ほどインターネット検索によって

入会した者が多くみられた。

主観的悲嘆緩和効果を性別でみると，男性の

61.5％は効果があった（よくできた/ある程度で

きた）と答えているのに対し，女性では84.9％の

者が効果のあったことを認めていた。インターネ

ットを利用したセルフヘルプグループは，今や困

難に直面した人が援助を求める場所のひとつにな

っていることを裏付けているといえよう9)。例え

ばアメリカの「Grief Net」は，子どもや配偶者

を亡くした者を対象にしたサイトであるが，年間

300万人以上が訪れている9)。日本においても今

後は悲嘆緩和に限らず，何らかの問題を抱える人

が容易に目的のグループに辿り着けるようにイン

ターネットセルフヘルプグループを整備しておく

ことが重要となろう。

悲嘆反応と夫婦関係との関係はその愛情関係の

強さに比例して，その苦しさが増すといえる。反

面，受容段階に至った親密な関係であった対象者

は，死別した者に常に感謝しながら現在の生活を

送り，生前の日々があったからこそ今があるとい

う認識があり，新たに自らの人生を生きる姿勢が

みられるという特徴があると報告されている14)。

今回の調査では夫婦関係と主観的悲嘆緩和効果と

の間に統計的な有意差は認められなかったが，こ

れは約 7 割の者の夫婦関係が親密（密着/同化型）

であったと答えていることが影響していると考え

られる。

また，死因別にみた悲嘆緩和効果の違いについ

ては，死因の形態によってはその後の適応が困難

になるという先行研究15)がある。本調査において

も死因別主観的悲嘆緩和効果において，有意水準

には達しないものの死因 3 群間で大きな差がみら

れたことから，社会的に望ましくないレッテルを

貼られやすい自死遺族や病死以外の突然の死別

に，援助の提供というセルフヘルプグループ本来

の目的を果たす可能性を秘めていることが示唆さ

れた。

Winzelberg16)による先行研究では，対面式グ

ループにみられる性差がインターネットセルフヘ

ルプグループにはみられないことを報告してい

る。今回の調査では，男性参加者が少なかった点

で，その立証はできなかった。しかし，インター

ネットセルフヘルプグループは匿名性や非同期性

など対面式グループがもたない特質を備えてはい

るものの，BBS・ML に送られるメッセージと，

対面式ミーティングの会話と比較した研究におい

ては両者の会話内容に違いはみい出されていな

い17)。このようなインターネット特有の性質によ

っては，男性にとっては対面式グループより援助

を求めやすい可能性を示している。自由記述によ

る回答からは地理的な問題や他者と顔を合わせた

くない者にとって，身近に参加できることが第一

の利点であり，対面式グループに参加できない者

にとっては，インターネットセルフヘルプグルー

プはその活動に参加するための貴重な手段になっ

ている18,19)ことが示唆された。

コンピュータ・ネットワークを媒介とした集団

意志決定などの研究結果からも社会的規範を喚起

する課題，深刻な社会テーマ，生命にかかわる問

題などの議論の場合，極化は生起しないとの報告

もある20)。本調査では，インターネット調査特有

の問題を念頭において，研究デザインを構築し得

なかった点，とくにサンプリングの問題が課題と

して残った。あくまでも，自発的に研究に協力し

た参加者のデータである。また，使用した尺度

が，主観的な緩和効果であったこと，調査対象人

数が少ない点など改善すべき点が挙げられる。配

偶者の喪失というストレスは，いわば慢性的なス

トレスであり，セルフヘルプグループに入会した

ことでそのもの自体がなくなるものではない。そ

の点，入会者の心理的変化はこの調査では追いき

れていないなどの限界があると思われた。しかし

ながら，コンピュータ・ネットワークを媒介とし

たグループ活動および集団意志決定などは今後さ

らに増加することが予想される。それに伴いコン

ピュータ・コミュニケーションの重要性，特有の

利用方法，課題などについては今後の研究のさら

なる充実が求められる。

（
受付 2004. 4.26
採用 2006. 4.17)
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